戦前の財団法人日本タイ協会会報集成解題 by 村嶋 英治 & 吉田 千之輔










































 2012年 10月 10日、執筆者一同





















旧「暹羅協会」時代の最後の頃に当る、昭和 10年 3月にようやく『会報』第 1号が発行され、
以降第 3号（昭和 10年 5月）まで継続された。昭和 10年 5月の協会の財団法人化にともない、
昭和 10年 11月に、財団法人暹羅協会の『会報』として新しく第 1号が発行され、以降年 4回
のペースで発行が続き、太平洋戦争下の昭和 17年 2月の第 26号からは、年 6回の発行となっ
た。太平洋戦争での日タイ同盟の下、日タイ交流行事の活発化に伴う措置であった。
旧「暹羅協会」が、国の指導要請の下で財団法人化した後の『会報』は、口絵写真も付き、
毎号 100頁を超える、読み応えある雑誌となり、特に昭和 15年 12月（第 21号）では、166
頁、昭和 16年 12月（第 25号）159頁と堂々たる内容となった。
隔月刊となった、昭和 17年、18年は毎月 100頁台を維持していたが、昭和 19年に入り、
日本の敗色が濃厚となり、且つ紙をはじめ資材不足も顕在化してくると、同年 2月（第 38
号）62頁、4月（第 39号）63頁、6月（第 40号）44頁、8月（第 41号）43頁、10月（第 42号）
41頁と、号を重ねる毎に薄くなっていった。戦局の推移と重ねると、感無量のものがある。
遂に、同年 12月（第 43号）に至っては、原稿の預けてあった印刷所（第 42号と同じ印刷
所とすれば、淀橋区戸塚町にあったと思われる）が焼失したため、第 43号は発行されるこ
̶     ̶4
ともなく、悪いことに事務所に残した草稿なども事務所ごと焼失してしまい、復元も不可能
となってしまった。戦前の『会報』はこうして、第 42号を以って終了した。
戦後は、昭和 21年 2月（第 43号）、昭和 22年 2月（第 44／45合併号）、同年 8月（第 46
号）、同年 11月（第 47号）、と資材、工場不足の中で細々ながらも発行を続け、昭和 23年 4
月（第 48号）を以って終了した。戦後の発行は、協会活動自体がほぼ休眠化せざるを得ぬ状
況の中で、事務局の星田晋五氏の献身的な努力で続けられたと推察される。






























































̶     ̶6
の防止、さらに、研究利用の利便性に資することを目的として、平成 22年、会報のデジタ
ル化を決定し、準備を開始した。








































第 3章  「暹羅協会」創設当時の日本とタイの交流状況（早稲田大学大学院　村嶋英治）
第 4章  「暹羅協会」創立時の大倉喜七郎男爵の経営支援について（日本タイ協会・沖田秀詞）
第 5章  「暹羅協会」の資料から見た日タイ関係―昭和 2年～昭和 10年までの概略と協会の
事業（日本タイ協会・沖田秀詞・吉田千之輔）
第 6章  「暹羅協会」の財団法人化と戦前日本の「南進」の潮流（日本タイ協会・吉田千之輔）
第 7章  「暹羅協会」『会報』並びに「（財）暹羅協会」『会報』に見る、昭和 10年の日タイ関係
（日本タイ協会・吉田千之輔）
第 8章  （財）暹羅協会会報に見る、昭和 11年の日タイ関係（日本タイ協会・沖田秀詞）
第 9章  （財）暹羅協会会報に見る、昭和 12年の日タイ関係（日本タイ協会・沖田秀詞）
第 10章  （財）暹羅協会会報に見る、昭和 13年の日タイ関係（日本タイ協会・沖田秀詞）
第 11章  （財）暹羅協会会報に見る、昭和 14年の日タイ関係（日本タイ協会・沖田秀詞）
第 12章  （財）日本タイ協会会報に見る、昭和 15年の日タイ関係（日本タイ協会・沖田秀詞）
第 13章  （財）日本タイ協会会報に見る、昭和 16年の日タイ関係（日本タイ協会・沖田秀詞）
第 14章  （財）日本タイ協会会報に見る、昭和 17年の日タイ関係（日本タイ協会・沖田秀詞）
第 15章  （財）日本タイ協会会報に見る、昭和 18年の日タイ関係（日本タイ協会・沖田秀詞）
第 16章  （財）日本タイ協会会報に見る、昭和 19年の日タイ関係（日本タイ協会・沖田秀詞）












































（なお、財団法人日本タイ協会は、平成 24年 2月 1日に、公益財団法人日本タイ協会に
なった。）































  1　大倉財閥に関しては、大倉財閥研究会、『大倉財閥の研究―大倉と大陸―』、近藤出版社昭和 57年
2月 27日、を参照されたい。 




̶     ̶11
介したい。父の大倉喜八郎は帝国ホテルの創設に力をそそいだが、大倉喜七郎は戦後、ホテ
ルオークラの設立に尽力した。ホテルオークラの資料には、「帝国ホテル創設の功労者であ



























  3　ホテルオークラ、『ホテルオークラ　ホテル産業史のなかの四半世紀』、1988年 11月 10日、p. 99
（非売品）。
  4　ホテルオークラの事業については、ホテルオークラ、『ホテルオークラ二十年史』、昭和 57年 5月
20日を参照されたい。
  5　鶴友　第 12号、昭和 2年 12月、pp. 110–124。
̶     ̶12
と述べている 6。
ここで記述されているロブブリ親王はチュラーロンコーン王の第 41子のロッブリー親王
で、内務大臣を 1926年から 1928年 3月まで務め、カンベンレツチ殿下はチュラーロンコー































  7　Dormer to Sir John Simon, March 24, 1934, F1690/1690/40, FO371/18209, PRO.





























と稲垣満次郎は、前者は 1897（明治 30）年～1913（大正 2）年までタイに滞在し政府の外国
  8　鶴友　第 12号、昭和 2年 12月、p. 111。
  9　5人の王子については、村嶋英治、『ピブーン』、岩波書店、1988年、pp. 67–73を参照。
 10　鶴友　第 12号、昭和 2年 12月、pp. 111–112。


























 11　稲垣満次郎と政尾藤吉の略歴は、『タイ事典』のpp. 57–58、pp. 365–366を参照。日本タイ学会編、
『タイ事典』、めこん、2009年 9月 10日。
 12　鶴友　第 12号、昭和 2年 12月、p. 113。
 13　同上、p. 114。
 14　鶴友　第 12号、昭和 2年 12月、p. 120。詳細な旅行日程はpp. 120–124を参照。















るほどの歓待ぶりであった。8月 27日から 9月 3日まではタイに滞在し、国王、有力な皇族
の表敬訪問や日英仏の公使館の晩餐会などに出席するなど多忙を極めた。訪問のハイライト
は、8月 29日に国王・王妃に拝謁し、翌 30日には国王・王妃主催による晩餐会に出席、9













 15　日本郵船百年資料によれば、筥崎丸は総トン数 10,413トン、大正 11年 7月 20日、長崎の三菱で
建造され、1945年第二次世界大戦で 3月 19日に沈没された。日本郵船会社、『日本郵船百年資
料』、1988年、p. 670。
 16　鶴友、第 11号、昭和 2年 8月、pp. 98–100。記事のタイトルは「頭取のシャムへ出発の日　神戸
へ見送りて」大阪中外商業新報　佐藤新衛。



































̶     ̶17
副総裁、名誉会長、会長、副会長、理事、監事、評議員等をおくとし、協会の事業として暹
羅国の調査・研究・紹介をあげ、経費は会費と寄付にすることなどが話された 20。
同年の 12月 1日には暹羅協会理事長大倉喜七郎名で、12月 6日に華族会館において第一回
理事会を開催し、会則の発表、評議員の推薦、第一回総会開催日時の三つの議事があること
を知らせる文書が、近衛文麿、徳川賴貞、溝口直亮など 10名に送付された。12月 15日には
暹羅協会会則が印刷され、そこには第 1条から第 20条まで、第 1章　名称及所在地、第 2章　

























 20　日暹協會設立第一回内合會（昭和 2年 10月 21日）による。原文の旧漢字は常用漢字に改めた。
 21　暹羅協会会則、昭和 2年 2月 15日印刷。原文の旧漢字は常用漢字に改めた。甲の応聘（おうへい）
とは礼を厚くして人を招くことを意味する。
 22　森永卓郎監修、『物価の文化史事典』、展望社、2008年、p. 395。
̶     ̶18
文麿創立委員長から開会の挨拶があり、次に大倉喜七郎から経緯の報告がなされ、会則案の
審議、会長の推薦、役員依嘱と進み会長による閉会の辞で終了した。この総会の中で会長に




長名で出され、そこには 1. 評議員依嘱、2. 名誉会長推薦　イ、暹羅駐在公使、ロ、日本駐
在暹羅公使　3. 協会設立に関して会員一同への経過報告、4. 協会設立に関し外務大臣へ報
告、5. 総裁宮奉戴請願、6. 暹羅皇族を名誉総裁に奉戴請願、7. 基金の調達、8. 事業の開始
の 8つの議事が記載されていた。
総裁に関しては、12月 24日に会長の公爵・近衛文麿から秩父宮別当山邊知春宛てに秩父












暹羅側の名誉総裁については、バンコクの林公使から昭和 3（1928）年 2月 9日着田中大
臣宛に電報で暹羅協会会長の近衛公爵に「ナコンソワン」親王殿下からご承諾を得たので伝




の 2名の計 4名、評議員に 40名（内 11名は役員と重複）の名前が掲載されている。その内 2名は
外務次官、日暹寺住職の肩書きだけ記載されている。評議員の中には井上準之助、藤山愛一郎な
どの大物の経済界人が含まれていた。
 25　暹羅協会総裁秩父宮殿下奉戴式ニ於ケル令旨、昭和 3年 1月 31日、原文の旧漢字は常用漢字に改
め、一部カタカナにした。
 26　近衛会長暹羅公使館訪問　1月 20日午前 11時　於暹羅公使館。









の職員がいて、会長、名誉会長 2名、理事長、常務理事 3名、理事 6名、監事 1名、評議員
20名の名前が記載されている 29。会員は名誉会員が宮内大臣、海軍大臣、内閣総理大臣、外






あり、それは第 1章　名称及所在地、第 2章　目的及事業、第 3章　資産及会計、第 4章　
会員、第 5章　総裁及役員、第 6章　総会、第 7章　附則から構成されていた。
財団法人では第 3章の資産及会計が第 4条から 13条まで詳細に定められており、第 4条で
本協会の資産は 1. 別添財産目録所載の資産、2. 会費、3. 寄付金、4. 其の他の収入、と分類
された。別添の財産目録を見てみると現金、備付什器、備付図書の 3項目が記載され、現金
は 1万 1,021円 86銭あり、その内訳は 1万円が銀行定期預金、843円 25銭は東京振替貯金課
保管、13円 26銭が現金残高となっていた。当時の物価からこの 1万 1,021円 86銭は東京の
公立小学校教員の 1935年の初任給の 45～55円と比較すると 200倍近く、年収の 16倍ぐら
 27　電報　外務省暗号盤谷日本公使経由　昭和 3年 2月 13日　秩父宮雍仁親王發　盤谷「ナコンソワ
ン」親王殿下宛。
 28　ナコーンサワン親王については、『タイ事典』のp. 289を参照。日本タイ学会編、『タイ事典』、めこ
ん、2009 年 9 月 10 日、Dormer to Sir John Simon, March 24, 1934, F1690/1690/40, FO371/18209, 





 30　名誉会員は 7名と印刷されているが、名簿に記載された者は 8名であり、元暹羅公使、秩父宮別





̶     ̶20
いの金額であった 32。第 5条ではこの銀行の定期預金 1万円と第 6条並第 11条の所定の編入
金をもって協会の基本財産とすると定められた。第 4章の会員では、通常会員の会費が年額
10円となったことが、従来の会則からの変更点であった。第 5章の総裁及役員では、第 19
条で役員の数が 1. 会長 1名、2. 副会長 2名以内、3. 理事 10名以上 20名以内（内理事長









図書の 3項目が掲載されているが、現金は 1万 648円 10銭、机、椅子、本棚などの備付什
器が 149円、備付図書が 20円であった。一方、収入の方は総額 8,355円で、その内訳は会費
収入が 3,000円（1人につき年 10円で 300人とする）、基金保管に対する銀行利子が 350円、
振替貯金課保管金に対する利子が 5円、寄付金が 5,000円とあり、寄付金は三井、三菱、住
友、大倉、大阪商船会社その他のものよりとすと記述されている。支出の項目は 13の項目
に分類され、事務室借料は 1,000円、給与と手当は 2,500円、印刷費は 500円、通信費は
150円、旅費及交通費は 500円、図書新聞紙費は 200円、消耗品費は 240円、備品費は 300




に収入は 1932年は 1,004円 97銭、1933年は 1,145円 31銭、1934年は 1,210円 3銭で推移し
ているが、その内訳は年度により差はあるものの会費が 36％～50％、前年度繰越高が 45％
～51％を占めており、繰越高の比率が高いことである。第二に支出を見ると 1932年は 421













925円 88銭にのぼる。特に寄付金の寄与度が高いのは、昭和 3（1928）年と昭和 4（1929）年










1882 明治 15 6.16 嗣子喜七生誕（大倉徳子との間の長男、のちに喜七郎と改名）。「家系図 1」、
「戸籍謄本」






1900 明治 33 5.4 ［喜八郎］パリ万国博覧会参加および欧米商業視察のため横浜港を出発する
（徳子夫人および英国ケンブリッジ大学に入学する嗣子喜七をともなう（喜






ので誤り）。中商 5.4、読売 5.5、01. 3.3、「実日」28（8）22、『余影』161、『サ
トウ公使日記 II』368
1902 明治 35 この頃　在英中の大倉喜七、損害保険事業の有望性に着目し、英国主要損保
会社と交渉し、05年の大倉組保険部設置につながる活動をする。『千代田火
災 80』48
1907 明治 40 11.5 嗣子喜七と旧新発田藩主の東京府華族溝口直正の二女久美子との新婚披露宴
が、盛大におこなわれる（喜七はこの年に英国留学から帰国、仲人は伊藤博
文夫妻、赤坂本邸で）。中商 11.6、「実日」28（8）22




̶     ̶22
年 月日 摘　　　　　要





































倉久美子が各 50株、そのまえの 15年と 16年に初めて有配当 （5分）、17年









̶     ̶23
年 月日 摘　　　　　要
1917 大正 6 8.15 （財）大倉集古館の設立が認可され、［喜八郎］理事となる（文部省の設立認
可は 8月 30日、維持資金 50万円、理事長阪谷芳郎、その他の理事は大倉喜
七郎。土地 4,825坪、建物 1,063坪は煉瓦造第 1・3号館・木造第 2号館・朝
















10月 大倉喜七郎、（名）藤田組社長の藤田平八郎と共に、山東省淄川 （旧黌山） 炭
鉱の採掘につき陸軍に出願する（翌年 12月許可）。『財閥』176
1920 大正 9 12.25 （名）大倉組、資本金を 1,000万円から 5,000万円に増資する（内訳は大倉喜
八郎 4,117万円、大倉喜七郎 700万円、高島小金治 83万円、門野重九郎・
大倉粂馬各 50万円、計 5,000万円）。時事新報 1921.2.15







1922 大正 11 5.6 帝国ホテルの臨時株主総会が開催され、取締役全員の辞任を認め、新取締
役 （5名） に大倉喜七郎を選出し、大倉喜八郎は相談役 （5名） となる （5月 9
日、重役会で大倉喜七郎を会長に選出）。朝日 5.1、『帝国ホテル 100』216–
217
1923 大正 12 1.30 （株）帝国ホテルの株主総会が開催され、社長制が採用される （大倉喜七郎、
初代社長になり 45年 1月まで重任、22年 5月から約 23年間の長期の会長・
社長職をつとめる）。『帝国ホテル 100』482、959
6月 この頃の （名）大倉組定款では、社員 4名、出資額は大倉喜八郎 4,117万円・
大倉粂馬 50万円・門野重九郎 50万円・大倉喜七郎 700万円であり、頭取・
副頭取・監事の各 1名をおくとされている。ア歴 278
1924 大正 13 2月 十勝開墾（株）の事業報告書によると資本金は 40万円に増資している（総株
主 16名、総株数（旧株と新株）8,000株、うち渋沢同族（株）3,870株、大倉











































































る（33万 2,178円）、東・西の横綱は三井八郎右衛門高棟 71万 2,209円・岩
崎久弥 46万 2,481円、東の大関は三井源右衛門 34万 8,627円、ちなみに渋
沢栄一は年寄で 3万 3,334円）。「実日」32（14）22
1929 昭和 4 2.8 大倉喜七郎、日本工業倶楽部の理事になる。『30年譜 3』103
4.30 大倉喜七郎、新高製糖（株）の取締役を辞任する（故 高島小金治家はなお大株
主にとどまり、故人の長男直一郎が監査役に就任）。『新高略史』46–47
9.3 大倉喜七郎、台銀の監査役になる（翌年 8月 14日辞任）。
『台湾銀行 40』巻末年表 24–25
1930 昭和 5 1.21 大倉喜七郎、アメリカ公演のため日本に立ち寄った梅蘭芳一行の歓迎茶会を
開く （東京会館で）。大阪毎日 1.21




























1933 昭和 8 1.28 大倉喜七郎、大日本麦酒（株）の取締役 （9名） を重任する （社長馬越恭平）。
『大日本麦酒 30』8























2,500円、葵友会 2,000円、石黒忠篤 500円など計 1万円）。『回顧録』427
8.5 世界のホテルを早周りしている大倉喜七郎はベルリン・オリンピックの設備
に感嘆したと報道される。読売 8.5
10.2 帝国ホテル、資本金を 300万円から 400万円に増資する（このとき筆頭株主
は創業以来の内蔵頭（宮内省、14,700株）から大倉喜七郎（（名）大倉組
14,754株および個人名義 1,333株）に変わる）。『帝国ホテル 100』399
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年 月日 摘　　　　　要
1940 昭和 15 8、9
月頃
この頃の大倉系会社の概要・役員［喜七郎］など。（名）大倉組は、資本金













1943 昭和 18 5.28 大倉喜七郎、東海紙料（株）の会長を退任し、相談役になる。
『東海パルプ 100』364











1946 昭和 21 12.7 大倉鉱業（株）、持株会社の第 2次指定 （40社） として指定される。指定日の
資本金は 5,072万 4,500円（全額払込済）、総株 101万 4,490株のうち大倉喜
七郎 88万 4,000株、門野重九郎・大倉粂馬・大倉喜雄・大倉彦一郎は各 2万





表上の資産は、有価証券 1,554万 8,000円、土地建物 496万 7,000円、貸付
金 6,784万 8,000円、山香銅山 81万 3,000円、在外資産 1億 1,564万 7,000





̶     ̶28
年 月日 摘　　　　　要
12.7 日本無線（株）、持株会社の第 2次指定（40社）として指定される。指定日の




傘下企業を公称資本金の規模順 （持株率） に並べると、帝国通信工業 1,500万
円 （15％）、電元工業 1,000万円 （20％）、船舶無線電信電話 （3％）、日本冶金
工業 744万 3,000円（15.9％）、電元社 625万円 （6.4％）、利根川精機 200万
円 （12.5％）、三鷹工業 150万円（92％）、東亜冶金 150万円（30％）、三鷹商
事 100万円（75％）、北陸無線 100万円（18％）、日本無線部品製作所 50万
円 （100％）、沢藤製作所 50万円 （10％）、金城炭礦 19万 9,000円 （4％）、千
曲無線 19万 5,000円 （100％）、日通工業 19万 5,000円 （25.6％）、辻本電機
製作所 19万 5,000円 （3％）、東京機械工業 19万円 （100％）、由良炭経 18万
円 （11.1％）、秀峰印刷 10万円 （47.5％） である。
『財閥解体』501、『財閥解体　資料』14
1947 昭和 22 2.20 大倉喜七郎・大倉喜雄・大倉粂馬・大倉彦一郎の 4人が財閥家族として、10
財閥 56人のうちの 4人として指定される。その所有株式は在外株式を除い
て総てが持株会社整理委員会に譲渡され、4人は各会社の役員を退く （保有
有価証券額は、喜七郎 5,104万 8,000円、喜雄 119万 9,000円、粂馬 208万
6,000円、彦一郎 141万 4,000円、持株比率 10％以上の株式保有は、喜七郎
のみが該当し、4銘柄、6,978万 8,000万円 （この数値は疑問）、役員就任の






（出所）東京経済大学史料委員会、『稿本　大倉喜八郎年譜［第 3版］』、東京経済大学、2012年 3月 30
日、より抜粋して作成。典拠一覧は、同資料の pp. 298–307を参照されたい。また、同資料には大倉系
企業・大倉財閥関係企業一覧が、pp. 294–297に掲載されている。
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第3章　「暹羅協会」創設当時の日本とタイの交流状況
はじめに





出、1928年 1月 10日付で承諾の回答を得た。これを受けて、1月 16日の暹羅協会評議員会
議事では、一、総裁宮殿下奉戴式挙行の件、二、名誉会員推薦の件、三、名誉総裁奉戴の
件、四、暹羅側に日本協会設立交渉の件が議された。











































暹羅皇帝陛下を始め奉り外務大臣ドライデス［Prince Traidos トライトットプラパン 37］
殿下、内務大臣ロブリ殿下、陸軍大臣ナコンソワン［ナコンサワン］殿下、侍従武官長




1927年 11月 26日付でチャムノン公使が日暹協会発起主唱者（18名）の英訳趣意書 39（1927































































































“Your reference to the establishment of such Society in Siam in the near future is a 
source of great pleasure to me and I shall look forward to the time when I might be able 
to render help and give full support to the Society which will, I am sure, cultivate and 
promote friendly relations between the peoples of Japan and Siam.44”
 43　以上の経緯は、NAT Ro.7 Ro.Lo 17/33 及びKo.To.56/15による。
 44　NAT Ro.7 Ro.Lo 17/33































 45　NAT Ro.7 Ro.Lo 17/33
















大臣殿下より宜敷御執成賜はり度候（“With regard to the project of forming a similar 
society in Siam, which was mentioned in the cablegram of March 3rd from His Royal 
Highness Prince Nagor Svarga ［ナコンサワン親王］ to His Imperial Highness Prince 
Chichibu, I may say that the people of Japan welcome it with universal and ardent enthu-
siasm. And in the name of the Siam Society I desire to beg specially for the generous 
support of Your Highness towards its realization, which would mean the creation of an 
immense power, material and otherwise, to cement the friendship between the two 
reigning houses as well as between the two countries yours and ours.
I also beg leave to rely on the good oces of Your Highness for the transmission to our 
Honorary Patron, H. R. H. the Prince of our most respectful compliments and this infor-
mation concerning the establishment of our Society.）47”
しかし、トライトット外相が大倉の 4月 12日付文書をナコンサワン親王に伝えたのは、
4ヶ月も過ぎた 8月 9日であった。これにナコンサワンがどう答えたか資料は見つからない。
 46　NAT Ro.7 Ro.Lo 17/33
 47　和文は日本タイ協会所蔵資料、英文はNAT Ko.To.56/15
̶     ̶36
第3節　日タイ両公使の交代
林久治郎公使は 1926年 2月 13日に、プラチャーティポック王に信任状を捧呈した（『タイ































































この件に関し 1928年 8月以降、次に存在するタイ側資料は、1931年 2月のものである。
1931年 2月 21日付でトライトット外相は、ナコンサワン親王に
 53　日本タイ協会所蔵資料






























 54　NAT Ko.To. 56/18
 55　NAT Ro.7 Ro.Lo 17/33
 56　NAT Ro.7 Ro.Lo 17/33及びNAT Ko.To.56/18





















出かけた（『タイ官報』45巻 6頁、1928年 4月 1日号）。ロッブリー親王の後任には、1928年
4月 1日にナコンサワン親王が就任し、ナコンサワン親王が占めていた陸軍大臣の後任は
ボーウォラデート親王が任じられた（『タイ官報』45巻 93頁、1928年 4月 8日号）。ロッブ
リー親王は、病気治療から帰国後、1930年に最高顧問官会議のメンバーに補充されたが、








 57　M. C. Phunphitsamai Disakul, Singthi Khaphachao Phophen, （in ai） Matichon, 2000, p. 26. 本書の
著者は最高顧問官でもあったダムロン親王の娘であり、ロッブリー親王のような人物を最高顧問官
に任じたために、最高顧問官の権威が失墜し、立憲革命につながったと批判している。



































 60　NAT Ko. To. 43. 24/33






















































今回、以下の新たな 2資料を発掘したことにより、本章において、昭和 2年 12月の協会


















1）　昭和 3年度（3年 2月 1日～3年 12月 31日）
（イ）　収支表
収　　　入 支　　　出
会費 504円 00銭 貯金局納付手数料 11円 61銭
貯金利子 12銭 月手当及び慰労金 400円 00銭
寄附金（大倉男） 4,412円 38銭 大倉喜八郎葬儀 50円 00銭
現金支払 4,012円 38銭
次年度繰越（振替貯金在高） 442円 51銭
合計 4,916円 50銭 合計 4,916円 50銭




○昭和 2年 12月日暹協会設立第 1回打合せ会、大倉男による設立趣意書作成及び設立
経過報告。

















2）　昭和 4年度（4年 1月 1日～4年 12月 31日）
（イ）　収支表
収　　　入 支　　　出
前年度繰越 442円 51銭 貯金局納付手数料 14円 30銭
会費 504円 00銭 月手当 1,200円 00銭
貯金利子 14円 31銭 現金支払 5,206円 09銭
寄附金（大倉男） 5,600円 00銭 次年度繰越（振替貯金在高） 140円 43銭
合計 6,560円 82銭 合計 6,560円 82銭
 62　暹羅協会設立時、タイ国に於いても同種の協会として「日本協会」の設立を要請したが、タイ側の
















3）　昭和 5年度（5年 1月 1日～5年 12月 31日）
（イ）　収支表
収　　　入 支　　　出
前年度繰越 140円 43銭 貯金局納付手数料 14円 56銭
会費 552円 00銭 現金支払 666円 09銭
貯金利子 9円 36銭
寄附金（大倉男） 605円 60銭 次年度繰越（振替貯金在高） 626円 74銭











4）　昭和 6年度（6年 1月 1日～6年 12月 31日）
（イ）　収支表
収　　　入 支　　　出
前年度繰越 626円 74銭 貯金局納付手数料 14円 15銭
会費 522円 00銭 事務所管理人謝儀 30円 00銭
貯金利子 22円 77銭 書籍代 11円 16銭
̶     ̶46














○昭和 6年 12月盤谷日本美術展覧会開催（日本画作品 300点出展）。
＊財政状況について
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1）　昭和 7年度（7年 1月 1日～7年 12月 31日）
（イ）　収支表
収　　　入 支　　　出
前年度繰越 487円 54銭 貯金局納付手数料 12円 47銭
会費 498円 00銭 事務所管理人謝儀 10円 00銭









 4月… 盤谷にて奠都 150年祭執行につき、総裁秩父宮同妃両殿下より、シャム国皇帝皇
后両陛下へ祝賀の御親電を発せられ、これに対し答電あり。同日に大倉理事長、
在東京シャム国代理公使に面会祝辞を述べる。


























○ 盤谷にて奠都 150年祭執行 → 秩父宮同妃両殿下よりシャム国皇帝皇后両陛下へ祝賀
の親電、大倉理事長在東京シャム国代理公使に面会、祝辞を述べる。
○ 在東京シャム公使館書記官ソチャ・スントン氏帰国 → 理事長・常務理事、幹事出席
の上、送別の茶会を催す。
○盤谷府にて立憲政治革命発生 → 『革命事情』を出版し会員に発送。
○ シャム皇族陸軍少佐サバ・スバスティ殿下、米国より帰国の途次立ち寄り → 大倉理
事長旅館に伺候。
○ 新任駐日シャム公使ピア・インドラヴィジット閣下、東京着任 → 溝口・濱田理事、
原幹事出迎え、閣下を理事会で名誉会長に推薦。
2）　昭和 8年度（8年 1月 1日～8年 12月 31日）
（イ）　収支表
収　　　入 支　　　出
前年度繰越 583円 54銭 貯金局納付手数料 12円 65銭
会費 444円 00銭 事務所管理人謝儀 10円 00銭
貯金利子 17円 77銭 図書費 43円 90銭








合計 1,145円 31銭 合計 1,145円 31銭
（ロ）　事務報告の主要項目
 2月…『暹羅国確定憲法』（外務省訳文）を印刷に附し会員に配布。
 4月… 第 4回総会を東京会館にて開催、秩父宮同妃両殿下の台臨を仰ぎ、新任暹羅公使
̶     ̶49
ピア・インドラヴィジット閣下同令嬢並びに外交官補アルン氏夫妻等を招待。
 4月… 昭和 7年度事務報告附収支計算書及びシャム国憲法一部停止の報告書を会員に配布。











＊ 4月の第 4回総会開催による東京会館への支払い　185円 55銭。
＊  4月の昭和 7年度事務報告附収支計算書及びシャム国憲法一部停止の報告関係費用印刷
代34円 55銭　発送費　7円 20銭。
＊講演謝儀 11円は 9月の矢田部公使帰朝講演の謝礼。
＊ 10月の『華僑教育の基本原則』の関係費用印刷代 10円 80銭　発送費 9円 85銭。
＊ 10月の矢田部公使招請による意見交換会による帝国ホテルへの支払い 20円 72銭。
＊  12月シャム国、民選による新憲法の下に合法の人民委員会開会に伴う近衛会長よりの
議長ピヤ・パホン氏宛祝電の費用32円 95銭（9年度払）。
＊図書費 43円 90銭の内 40円はシャム国掛図作成費。
（ニ）　特記事項
＊財務面
○ 集会費 225円 45銭の内訳は　 ◍ 7年 12月理事会及び評議会 19円 18銭　 ◍第 4回総
会 185円 55銭　 ◍矢田部公使意見交換会 20円 72銭。
○ 今期から集会費が計上されるが、特に第 4回総会費用が 185円 55銭と大きく、大倉
男よりの寄附金 100円は、この費用の一部として支援されたもの。
○ 印刷費の主たるものは　 ◍『暹羅確定憲法』75円　 ◍『シャム企業の情勢』35円 20銭　
◍昭和 7年度事務報告附収支計算書等総会資料 34円 55銭　 ◍『華僑教育の基本原則』




業学校校長ルアン・シリ氏来日 → 種々斡旋便宜を計ると同時に第 4回総会に招待、





○ 盤谷で 3回目のクーデタ発生 → 第 3回クーデタ報告を会員に配付ピヤ・パホン大佐
国務総理に任命される。
○ 民選による新憲法の下に合法の人民委員会開会 → 近衛会長より議長ピヤ・パホン氏
宛祝電を発信。
3）　昭和 9年度（9年 1月 1日～9年 12月 31日）
（イ）　収支表
収　　　入 支　　　出
前年度繰越 550円 41銭 貯金局納付手数料 19円 50銭
会費 438円 00銭 事務所管理人謝儀 10円 00銭
貯金利子 12円 52銭 図書費 9円 40銭
交通費戻入 1円 20銭 器具費 10円 20銭
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＊ 4月汎太平洋倶楽部主催、徳川家達公爵歓迎フラッグ・ページェント費用 20円 50銭。
＊  5月新任シャム公使プラ・ミトラカム・ラクシャ閣下、横浜出迎え費用 8円 08銭、6月










○ 集会費 290円 90銭の内訳　 ◍汎太平洋倶楽部主催徳川家達公爵歓迎フラッグ・ペー
ジェント 20円 50銭　 ◍第 7回理事会 6円 31銭　 ◍新任公使プラ・ミトラカム・ラ









○ 在日暹羅国公使インドラヴィジット閣下帰国 → 役員のみにて午餐会開催、同公使を
招き、留別の徴意を表す。
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○ 新任シャム国公使プラ・ミトラカム・ラクシャ閣下着任 → 原幹事は横浜迄、矢田部
公使、二荒・三島・飯塚・戸山・濱田各理事は東京駅へ出迎え。




○ 少年団日本連盟附属練習船義勇和邇丸（原海軍大佐団長）南洋へ渡航 → 暹羅国にも
訪問につき当協会より暹羅国民宛てのメッセージを託す。
○ シャム国赤十字社代表来日 → 同代表 8名及びシャム国公使夫妻他、館員一同を霞山
会館に招待。
○ 駐日暹羅国公使プラ・ミトラカム・ラクシャ閣下夫妻主催の晩餐会 → 総裁宮同妃両
殿下の台臨を仰ぎ、近衛会長、広田外務大臣其の他陪席せり。





3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度
会費（円） 504 504 552 522 498 444 438
会員（人）  84  84  92  87  83  74  73
会員数は 7年間の平均が 82人で 5年度をピークに漸減。
2）　大倉男よりの寄附金（円）
3年度 4年度 5年度 6～7年 8年度 9年度 合計
4,412.38 5,600 605.60 0 100 207.90 10,925.88







4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 平均
利子額（円） 14.31 9.36 22.77 19.43 17.77 12.52 ̶
̶     ̶53
（ケース 1）
推定利率（％）  2.5 2.2  3.3  3.2  2.8  2.1 2.6
（ケース 2）













ムノン・ディタカ公使、をはじめとして、創立時会員 84名中、公爵 1名、侯爵 5







2）　 大倉男よりの寄附金額は、昭和 3～9年合計で 1万 925円となる。これを現在の物
価水準に換算するために約2,000倍すると66、現在の価値にして凡そ 2千 2百万円と
 66　総務省統計局「消費者物価指数」によると、1900（明治 33）年を 1.00とする指数で、1935（昭和
10）年は 2.06で、2003（平成 15）年は 3,844.4で、1867倍である。例えば、米の小売価格、精米
10 kg、2円 38銭（昭和 10年／3,769円（標準価格米・平成 5年）＝1,583倍。はがき代は、2銭（昭
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なる。財政面での貢献度の高さが伺い知れる。ただし大倉男よりの寄附金の過半











̶     ̶55

































早くも、1935（昭和 10）年 3月、ヒトラーが再軍備を宣言し、翌 1936（昭和 11）年、ライ
ンラントへの進駐を決行したことで、ヴェルサイユ、ロカルノ両条約を主軸とした安全保



















＊ 米国…1929年 10月 24日ニューヨーク・ウォール街の株価大暴落（暗黒の木曜日）という
史上未曽有の深刻な経済危機に落ち込み資本主義世界全体を巻き込む、世界大恐慌に発展
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（1）  ラーマ 7世時代の概略
本章の対象とする昭和 1ケタ時代のタイは、ラーマ 6世（幼名。ワチラーウット）の死去
にともなう、ラーマ 7世（幼名。プラチャーティポック）の即位［1925（大正 14）年］から始














（2）  ラーマ 6世時代
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（3）  ラーマ 7世の即位
ラーマ 7世、ラッタナコーシン王朝の第 7代国王。在位 1925（大正 14）年～35（昭和 10）




1925（大正 14）年に王位を継承したラーマ 7世は叔父のダムロン親王など有力王族 5人か
ら成る最高顧問会議を設置し、前王治世からの財政危機に集団指導体制で臨んだ 68。
また、タイもいずれ立憲政治に移らざるを得ないという認識を兄王以上に明確にもち、健


















問のための会議は招集されなかった。7世の 1927年 4月には 225人になっていた。国王の選んだ、
枢密院議員会議は 40名の議員となり、1927年 11月に開会した。
 70　1931年 11月、陸海軍省合併、1932年 1月、官吏の人員削減方針を決定。1932年 4月、多数の官
吏が解雇された、特に軍将校は 153名が解雇された。
 71　1932年 2月 13日、7世は新聞に財政の窮状を訴える文書を乗せたが効果なく、かえって民衆の反
発を呼んだ（村嶋、前掲書、92頁）。
 72　1931年 3月バンコクを出発、4月 7日～9日まで東京に立ち寄った。東京では朝野を挙げて大歓迎
をした。























 74　1931（昭和 6）年 4月のNYでの記者会見では、7世は将来の議会政治実施について言及している。
しかし、同時に「国王主導の漸進的な改革の行き着く所は、決して、全面的な西欧型民主主義の
実現ではないことを示唆した」（村嶋、前掲書、87頁）との見方もある。














̶     ̶62
久憲法が公布され、人民の要求に君主が応じて両者合意のもとに制定されたタイ初の恒久憲
法となった。





































































政府がこれを拒否したことから、王は 1935年 3月 2日についに真の民主主義を求めて退
任を宣言した。国会はラーマ 7世の兄マヒドン（ソンクラーナカリン）親王の長子アーナン
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昭和 4年  1月・当協会にて『暹羅国情』発行。
昭和 4年  7月・暹羅少年団来日。




昭和 7年  2月・当協会にて『暹羅の話』出版。
　　　　 8月・タイ皇族陸軍少佐サバ・スバスティ殿下来日。




昭和 9年  6月・ 第 2回汎太平洋仏教青年大会開催を機に、日本産業経済視察団がピア・シ
リシチカーン・パンジョング氏を団長として 10名来日。
　　　　11月・タイ国赤十字社代表 8名来日。







































昭和  2年 12月・第 1回理事会。設立総会。


















昭和  4年  1月・『暹羅国情』の発行。
　　　　　 7月・タイ少年団来日、歓迎対応。
昭和  5年  9月・ 日タイ両国の貿易発展を期し、タイ国商務兼交通大臣カンペーン・ペット
殿下来日、歓迎諸事対応。
昭和  6年  3月・少年団日本連盟理事長二荒伯爵と駐タイ矢田部公使の講演会。
　　　　　 4月・タイ皇帝皇后両陛下来日、歓迎、観劇等諸事対応。
　　　　 12月・バンコク日本美術展覧会開催。
昭和  7年  2月・『暹羅の話』1,000部を出版、会員及全国官公立図書館関係官庁等へ寄贈。
　　　　　 4月・6月に起きたクーデタ（立憲革命）に関し、『革命事情』を出版、会員に配付。





























































































（4）  昭和 9（1934）年以降の日タイ交流活発化の考察
昭和 9（1934）年以降、日暹間の交流が活発になるが、これには二つの要因が考えられる。












































昭和 3年～9年度の収入総額は 15,272円 64銭で、その内会費収入は 3,462円と全体の
22.7％、大倉男よりの寄附は 10,925円 88銭と全体の 71.5％で、大倉商事の実質的子会社で







昭和 10（1935）年度は 5月の財団組成により、改組前（1月 1日～5月 23日）と改組後 





̶     ̶72
泰平組合、大倉男が各 2,000円、藤原銀次郎、古河虎之助が各 1,000円、岡部長景、加藤勝
次郎が各 500円となっている。支出額は 567円 93銭で差引残高 11,021円 86銭全額を財団法
人暹羅協会へ寄附し、基本金勘定に組み込まれている。昭和 10年度からは支援先が財閥系
企業や大手法人筋が加わっているのが特色である。
次に、財団法人暹羅協会での収支では、収入合計 5,673円 50銭の内寄附金が 4,500円あり、
その内訳は三井合名会社、三菱合資会社が各 1,500円、大阪商船株式会社が 1,000円、住友合
資会社 500円となっている。総支出は、5,145円 01銭で、余裕のある繰り回しになっている。

























 2月… パリにてプリーディー、ピブーン、プラユーンら 7名で人民党結成。全ての不平
等条約改正により関税自主権回復。
























































＊ 当協会の 3年度財政状況（収支）…支出合計 4,473円 99銭は会費収入の 504円では賄え
ず、大倉男より 4,412円 38銭の支援を受けた。
⑥　特記事項













































（昭和 6）年に 1929（昭和 4）年の 7割と大幅に減少、国家歳出を 3分の 1に削減させるこ
とになる。この結果は当然ながら国民の絶対王政に対する不満と重なり 1932（昭和 7）
̶     ̶76
年 6月の立憲革命へとつながる。























＊ 当協会の 5年度財政事情（収支）…支出合計額は 680円 65銭と小額にとどまるが、カン
ペーン・ペット殿下歓迎午餐会費用（605円 60銭）を大倉男が全額支援した。
⑥　特記事項







̶     ̶77
ていたものと思われる。

























































この憲法案は 1932（昭和 7）年 3月に最高顧問会議で反対され結局公布されず、同年 6
月の人民党による立憲革命が勃発することになる。









̶     ̶79
 7月…英国、オタワで帝国経済会議、連邦内特恵関税体制を保障（ブロック経済形成）。







































































































 4月… 第 4回総会を東京会館にて開催、秩父宮同妃両殿下の台臨を仰ぎ、新任タイ公使
ピア・インドラヴィジット閣下同令嬢並びにナーディバステン及びルアン・シリ






































































＊ 当協会の 9年度財政事情（収支）…支出合計は 633円 50銭。新任公使プラ・ミトラカ























































































































＊ 当協会の 10年度財政事情（収支）…財団法人改組前の分（1月 1日～5月 23日）は収入
合計が 11,589円 79銭で寄附金が 11,000円あり、寄附者の内訳は三井合名会社、三菱合
資会社、泰平組合、大倉男が各 2,000円、藤原銀次郎、古河虎之助が各 1,000円、岡部
長景、加藤勝太郎が各 500円となっている。支出額は 567円 93銭で差引残高 11,021円
86銭全額を財団法人暹羅協会へ寄附している。















実施する。矢田部公使は昭和 3（1928）年 3月から昭和 11（1936）年 1月まで特命全権公使と
してタイ国に駐在した。その間、昭和 7（1932）年 6月、昭和 8（1933）年 6月と 2回のクー
デタの現場に遭遇し、当時のタイ国事情に精通した人物である。矢田部氏のタイ公使時代の





































































































































































̶     ̶93
く影響していると考えられるが、そうしたことを物語る資料は残されていない。
（表 1）　暹羅協会の主要事業件数
昭和（年） 件数 主 要 事 業 備　　　考
 2 （1927）  2 （12月）設立総会
 3 （1928）  3 （1月） 秩父宮奉戴式
 4 （1929）  2 （1月）『暹羅国情』出版
 5 （1930）  1 （7月）暹羅少年団来日対応
 6 （1931）  3 （4月）タイ皇帝皇后両陛下来日対応
 7 （1932）  3 （2月）『暹羅の話』出版、（8月）『革命事情』出版
（4月）バンコク奠都 150周年、（6月）
立憲革命











































 3（1928） 4,916.50 504 4,412.38
 4（1929） 6,560.82 504 5,600.00
 5（1930） 1,307.39 552 605.60
 6（1931） 1,958.79 552 0 787,28
 7（1932） 1,004.97 498 0 立憲革命
 8 （1933） 1,145.31 444 100.00
̶     ̶94
 9（1934）  1,210.03   438 207.90
10 （1935）
   567.93 2,000.00 9,000.00 財団法人化前
 5,673.50 1,140 4,500.00 財団法人化後



























政治家  2 井上準之助


























① 昭和 2年 12月 東京市麹町区内山下町 1丁目 1番地帝国ホテル内
② 昭和 5年 11月 東京市麹町区麹町 8丁目 19














































 97　第 5章、第 6節、（3）「日暹協会」設立経緯、をご覧頂きたい。
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̶     ̶104
は収集に努め、機会があれば復刻致したい。
第4節　「基本国策要綱」と太平洋戦争への道
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第7章　 「暹羅協会」『会報』並びに「（財）暹羅協会」『会報』に見る、昭和 10年の日タイ関係




来、一度も発行されていなかった。ようやく、昭和 10（1935）年 3月に至って、第 1号が発
行された。その後 3号（同年 5月）まで発行されたところで、暹羅協会が財団法人化された
ので、同年 11月に財団法人暹羅協会『会報』第 1号として、引き継がれ、その後、戦後の昭
























































第 5章に、昭和 2年～昭和 10年迄の掲題事項をまとめて詳述してあるので、ご参照いた
だくこととして、本章では省略する。




























10・12 恒久憲法発令 3周年記念式典。「昭和 10年 6月 25日ピヤタイ放送局より放送せる国務
院無任所参議国務院書記官長ルアングタムロング記念演
説要旨」（新 1号、2頁）
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年・月 主要な出来事 『会報』関連記事　　（頁）は頁数を示す

























































̶     ̶110
第3節　主要「資料」の解説






























































̶     ̶112
矢田部論文などを引いて指摘されることが多いが、「タイは親日国である」という確たる日
本での思い込みは、既にこの頃より固まっていたものと思われる。
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（1）  昭和 10（1935）年 4月、旧 2号分
1）　「カナラッタタマヌーン」バンコク・タイ字紙、掲載論文要訳、昭和9年11月23日、
ウンナガーム著、「自己ニ執着スル勿レ」。親日論調。
2）　「ワーラサップ」バンコク、タイ字紙、掲載論文要訳、昭和 9年 12月 7日、署名な
し、「暹羅は尚武国ナリ」。親日論調。
3）　「タイマイ」バンコク、タイ字紙、社説、昭和 9年 11月 16日、署名なし、「日本ノ
産業」。親日的論調。前半のみ、後半は略。
4）　「シークルング」紙社説、昭和 9年 11月 23日、署名なし、「日本の製造業」。親日論
調。後半のみ。
（2）  昭和 10（1935）年 5月、旧 3号分







（3）  昭和 10（1935）年 11月、新 1号分
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前 1935（昭和 10）年 3月、ラーマ 7世退位、ラーマ 8世（アーナンタマヒドン）が即位す
るが、新王は 9歳でスイスに止まる。
政府（パホン内閣）はタイの近代化を進めるために、不平等条約（1855年に欧米諸国 15か








（1）  第 2号（2月）
No. 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）





























































7 10・12 ― ・徳永鉄道技師の渡暹。 ―
̶     ̶118
No. 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）















（2）  第 3号（6月）
No. 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）
1 11・4 ― ・ 暹羅国政府油槽船の進水
式。
―
2 11・4 ― ・ 暹羅国内務顧問サコール
殿下の来朝。
・観劇会、観光等対応。




4 11・3 ・神戸日暹協会設立。 ・神戸日暹協会の設立。 ・ 発会式に矢田常務理事が
出席。




6 11・5 ― ・ 国際芸術礼讃会主催の
「日暹親善の集い」。
・矢田部常務理事が挨拶。
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（3）  第 4号（10月）
No. 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）
1 11・4 ― ・帝国軍艦夕張の訪暹。 ・ 暹羅「日暹協会」が茶会
等に出席対応。



























6 11・8 ― ・暹羅海軍油槽艦竣工。 ・ 同艦の乗組員慰労園遊会
に矢田常務理事、山口主
事出席。
7 11・7 ― ・ 暹羅海軍練習艦進水式挙行。 ・ 当協会より山口主事列席。
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（4）  第 5号（12月）114
No. 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）






























7 11・11 ― ・元暹羅公使日本来訪。 ・ 近衛会長が永田町の自宅
に招き午餐会実施。
（5）  主要交流事項の解説











　昭和 7 （1932） 年のタイ国の立憲革命を経て、日本への認識が変
化、昭和 9 （1934） 年 6月に第 2回汎太平洋仏教青年大会を機に、
日本産業経済視察団が来日、同視察団の団長であるピア・シリシチ
カーン・パンジョング氏（タイ国商務兼交通大臣カンペーン・ペッ
ト殿下の部下で電気局長）が帰タイ後に尽力、昭和 10 （1935） 年 11
月、同氏が初代会長となり設立の運びとなる。なお、詳細を第 5章 
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年・月 交 流 事 項 解　　　　　説
10・12 ・ 経済使節団の暹羅
訪問
・ 昭和 9 （1934） 年 6月の日本産業経済視察団の来訪、昭和 10 （1935） 
年 11月の「日暹協会」の設立により、日タイ間の交流は政治、経済、
文化各方面に亘り活発化する。両国の通商貿易関係も年々増加し、







11 （1936） 年 8月に発展改組された。




　なお、前 10年 6月には名古屋日暹協会、10年 12月大阪に、日
暹貿易協会が設立されている。
第3節　主要「資料」の解説
（1）  第 2号（2月）
資 料 項 目 解　　　　　説
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資 料 項 目 解　　　　　説
・暹羅国主要法典編集事業の完成 ・ タイは 19世紀後半に英国をはじめ、日本を含めて欧米諸国 15
か国との間に通商条約を締結するが、この条約は治外法権や関
税制限を含む不平等条約であった。  
　1917 （大正 6） 年、タイは連合国側に立って第一次世界戦争
に参戦し、戦勝国となる。1919 （大正 8） 年のパリにおける平
和会議で各国との間に締結した不平等条約の改正を訴え、1920
（大正 9）年には米国と、1924 （大正 13） 年には日本との条約
改正に成功、1926 （昭和元） 年、英国をはじめ欧州 9か国との
条約改正をする。  
　1932 （昭和 7） 年の立憲革命を経て、1935 （昭和 10） 年まで
に民商法第 5編、第 6編、民事訴訟法、刑事訴訟法、裁判所
構成法の公布を完了した。  
　1936 （昭和 11） 年に内務大臣から外務大臣に転じたプリー
ディーは完全なる互恵主義にもとづく平等条約の改正に乗り出













（2）  第 3号（6月）
資 料 項 目 解　　　　　説
・暹羅国在留邦人の状況 ・ 日タイ民間人の経済交流は明治 24 （1891） 年に雑貨商野々垣商
店がバンコクで開業したことに始まるといわれている。 　 
　大正 2 （1913） 年 9月にタイ国日本人会、大正 15 （1926） 年




関が揃った、1930年代半ば （昭和 10～11年） に日本とタイの
経済関係は戦前のピークを迎える。  




有力在留邦商があったことが要因で、昭和 10 （1935） 年度の日
本からの輸出額が 4千万円に達していたことからも頷けるこ
とである。
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第4節　特記事項
（1）  「タイ国内務参議ルアン・プラディット（プリーディー・パノムヨン）の来朝」
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プラヤー・マノーパコーン内閣の閣僚に任じられ、同年 12月に公布された恒久憲法起草
委員の一人として、人民党を代表して 10年間の人民党の権力独占を保証する経済規定条項











1935（昭和 10）年 8月、欧米外遊に出発、その途次、掲題の訪日をした。帰国後の 1936




戦国になることの回避に動く。1945（昭和 20）年 8月 16日に平和宣言を発し、対英米宣戦
布告は無効と声明を出し、英米に受け入れられた。ラーマ 8世帰国後摂政を辞し、ラーマ 8
世より元老の終身称号を与えられた。
1946（昭和 21）年 3月、議会の圧倒的支持を得て、首相に就任するが、同年 6月に国王の
怪死事件が生じ、8月に首相を辞する。その後も影響力を保持し、専ら外交活動に傾注する。
1947（昭和 22）年 11月、軍事クーデタ 116で海外亡命、1949（昭和 24）年、プリーディー派
による王宮反乱と言われる武装蜂起をするが失敗、1970（昭和 45）年まで中国に亡命、その












































































































第 2号　―　・ 昭和 10年 9月 18日及 20日発行暹字紙『ネイション』所載「東洋民族の親
和を熱望す」。
・昭和 10年 9月 27日発行暹字紙『イサラ』所載「暹羅と国際連盟」。
・ 昭和 10年 9月 3日発行上海『ノースチャイナデーリーニュース』。日暹関
係新聞記事。
第 3号　―　・昭和 11年 1月 30日暹字紙『シークルング』所載「貿易均衡協定の必要」。
・昭和 11年 4月 25日英字紙『バンコックタイムズ』所載「極東は平和なり」。
















4月 26日神戸港入港後、4月 27日から 5月 15日まで東京滞在、5月 16
日名古屋、5月 18日京都、5月 20日大阪、5月 22日下関を経由して釜山
















在留邦人数は昭和 8（1933）年 417人から昭和 10（1935）年には 521人と
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第9章　 （財）暹羅協会会報に見る、昭和12年の日タイ関係  
































































1937（昭和 12）年 10月、タイは日本をはじめ欧州 15か国との間に友好通商航海条約を締
結する。この新条約締結によりタイは完全な主権国となり、法権、関税の自由を回復したば
かりではなく、内国民待遇者に対する徴兵権も確立した。









（1）  第 6号（2月）
『会報』関連記事のうち、号数の記載のないものは第 6号。その他は（　）に稿載の号数を
記載。以下同様。
No. 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）













3 12・2 ・ 暹羅国海軍留学生団の来
朝。
・ 暹羅国海軍留学生団来朝。 ―
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No. 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）
























7 12・2 ・ 日本少年団の渡暹 ・ 日本少年団の渡暹計画。 ・ 当協会三島常務理事（大
日本少年団連盟会長）が
団長。
（2）  第 7号（5月）
No. 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）
1 12・3 ・ 暹羅鉄道局員の来日。 ・ 暹国鉄局員の渡日。 ―
2 12・3 ・ 暹羅造船監督官の来日。 ・ 造船監督官の派遣。 ―
















































8 12・4 ― ・ 暹羅国海軍警備艇の進水
式。
―
9 ― ・ 暹羅国海軍潜水艦の進水
式。
―
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（3）  第 8号（9月）
No. 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）
 1 12・6 ・ 暹羅米の買付開始。 ・ 暹羅米の輸出。 ―



























































 9 12・7 ― ・ 暹羅国海軍砲艦アユデヤ
進水式。
―
10 12・9 ― ・ 暹羅国海軍潜水鑑竣工。 ―



















14 12・9 ・ 在京暹羅人有志の献金。 ・ 在京暹羅人有志の皇軍慰
問金献納。
―
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（4）  第 9号（12月、日暹修好 50周年記念特集号）
No. 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）






 2 12・9 ・ 駐日暹羅公使プラ・ミト
ラカム・ラクサ氏に叙勲。
・ 暹羅公使に叙勲の御沙汰。 ・ 叙勲の伝達式に当協会よ
り矢田常務理事列席。



















 6 12・10 ・ 在盤谷暹字新聞『サイア
ム・ニコン』紙の主筆ス
パー・シリマン氏来日。
・ 暹羅国新聞従軍記者来朝。 ・ 三井暹羅室と合同で歓迎
午餐会を開催。
 7 12・7 ― ・ 暹羅国海軍運送船「シイ
シヤン」「バガン」進水式。
―
 8 12・9 ― ・ 日本にて建造せられたる
暹羅海軍艦艇の盤谷着。
―





10 12・11 ・ 仏教使節団の渡暹。 ・ 訪暹仏教使節の出発。 ―
（5）  主要交流事項の解説
年・月 交 流 事 項 解　　　　　説
12・1 ・音楽舞踊団の訪暹。 ・ 日本音楽舞踊団は吉田晴風氏を団長とする一行 12名で、1月 29
日に神戸港より出発、2月 16日から 2月 24日まで 8日間バンコ







12・3 ・日本少年団の渡暹。 ・ 当協会三島通陽常務理事を団長として少年 22名を引率、3月 27
日に神戸を出航、4月 7日から 4月 12日バンコクに滞在、4月
13日バンコクを出発、途中シンガポール、香港、上海に立寄り、
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年・月 交 流 事 項 解　　　　　説




　総事業費は 1万 9千バーツ（日本円で約 3万 1千円）で、昭
和 11（1936）年 3月の安川経済使節団が 1万 3千円（約 8千バー
















（1）  第 6号（2月）
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（2）  第 7号（5月）










　1. アへン法公布　2. 婦女売買の取締　3. 秘密結社の弾圧 
　4. 華僑の経営する学校の廃止　5. 華僑の入国制限  
さらに、1935 （昭和 10） 年以降は  
　6. 華僑学校に対して広汎に亘って取締りを強化  
　7. 中国の新聞雑誌、書籍の入国を禁止  
する等、華僑に対する圧迫が強化されており、タイ政府に対する
華僑の不満が増大していた。
（3）  第 8号（9月）
資 料 項 目 解　　　　　説






（4）  第 9号（12月、日暹修好 50周年記念号特集号）
資 料 項 目 解　　　　　説
・ 本年施行の国勢調査による暹
羅人口統計
・ 1937 （昭和 12） 年 5月 23日施行の国勢調査による統計で、1929
（昭和 4） 年、1,150万 6,207人であった人口が、1,446万 4,489人





































































タイは 1937（昭和 12）年 10月 6日のジュネーブにおける日支紛争問題に関する 23か国委
員会の決議案に棄権投票した。
華僑の受け止め方は如何なる理由にせよ、最近のタイは親日傾向が濃厚で日タイ間に軍事
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第2節　主要日タイ交流事項の概要
（1）  第 10号（3月）
No. 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）




































（2）  第 11号（6月）
No. 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』への関連記事 協会事業（対応状況）


















3 ― ・ 1936年度対日貿易額。 ・ 対日貿易額 （1936～1937）。 ―
4 ― ― ・ 盤谷の日暹貿易斡旋所の
開所。
―






6 13・4 ― ・ 帝国練習艦の暹羅訪問。 ―
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No. 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』への関連記事 協会事業（対応状況）























































14 13・5 ― ・ 貴族院議員の暹羅視察旅行団派遣決定。
―
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（3）  第 12号（9月）
No 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）





















3 13・7 ― ・ 仏舎利伝達式挙行。 ―
（4）  第 13号（12月）
No 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）
1 13・ – ― ・ 榎並、倉田両暹羅名誉領
事へ暹羅勲章の贈与。
―
2 13・ – ― ・ 暹羅「日暹協会」の近況。 ―










5 13・10 ・ タイ女子留学生来日。 ・ 暹羅女留学生の来朝。 ―
6 13・10 ― ・ 留日暹羅学生の演技。 ―
（5）  主要交流事項の解説
年・月 交 流 事 項 解　　　　　説
13・4 ・ 帝国練習艦の暹羅
訪問
・ 高須少将を司令官とする練習艦隊「磐手」「八雲」の両艦が 4月 6
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13・ – ・ 暹羅「日暹協会」
の近況
・ 1935 （昭和 10） 年 11月に成立され 3年を経過。総裁は摂政首座の
アテット殿下、会長は初代のピア・シリシチカーン・パンジョン
ク氏で、会員数は 80余名。  
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第3節　主要『資料』の解説
第 10号（3月）
資 料 項 目 解　　　　　説
・ 最近の日暹貿易及
主なる商品名。
・ 日本のタイへの輸出は昭和 7年頃までは 8～9日百万円であったが、昭和 8





当開きがあるが、昭和 10年時点では輸出が輸入の 7.4倍、昭和 12年には 3.6
倍と序々に改善されている。
　対タイ貿易表（単位千円）
　　　　　 10年度  11年度  12年度
輸　　　出 40,258  43,028  49,392
うち上位品目
（綿織物） （13,227）  （13,621）  （16,088）
（人絹織物）  （3,768）   （4,440）   （3,522）
（その他） （16,594）  （18,955）  （25,195）
輸　　　入  5,458   8,757  13,571
うち上位品目
（米及籾）  （2,856）   （4,820）   （3,757）
（木材）  （1,624）   （1,773）   （3,102）









氏を文部大臣とし、1937 （昭和 12） 年度 12,054千バーツ （総予算の 11％）、
1938 （昭和 13） 年度 14,336千バーツ （総予算の 13％） というタイ文部省とし
て過去にない大型の予算を組む。  
　学制の改革として第 1次普通教育尋常科 4年を義務教育として 14歳まで
に修得させ、第 2次普通教育は尋常中学 3年、高等中学 3年の 6年として、
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第 12号（9月）























　第  1  号　―　・暹羅国前経済参議プラ・サラサス着京。  
　第  8  号　―　・在京暹羅人有志の献金。  
　第 12号　―　・元暹羅国経済大臣プラ・サラサス氏帰暹。  






加したのは昭和 11（1936）年 3月に官費生 12名が来日してからで、昭和 13（1938）年の時点
では、私費学生も含め 100名以上になっている。
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ては費用との関係もあり、当方に於て立案すること差当り困難なるが、要するに当方と
して最近漸次続出の傾向ある渡日暹羅青年学生の為に適当なる差向け先を設くることに



























国際学友会が経営する国際学友会館の昭和 16年 1月の在館者数 43名中タイ人 20名、昭
和 15年 10月に開寮した国際学友会女子寮の在館者 10名は全員タイ人であり、戦前戦中を
通して国際学友会館の在館生はタイ留学生が略半数を占めていたとされる。




第 12号　―　 ・留日暹羅学生に語る　―　五・五・五生。  
・暹羅国留学生の善行。
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『会報』の関連記事




第 10号　―　 ・暹羅国海軍送船竣工。  
・暹羅国海軍砲艦トンブリー進水式。
第 11号　―　 ・暹羅国海軍潜水艦受渡式。  
・暹羅国海軍留学生と潜水艦の出発。  
・暹羅国海軍砲艦受渡式。














第 10号　―　・ 「東京外国語学校暹羅語速成科生徒募集」  
　昭和 12年 4月に東京外国語学校にタイ語速成科（修学年限 1年、夜間
教授 1日 2時間）が新設され 11名修了、内 3名が三井、三菱に就職が決





・ 「暹羅国政府留学生警察練習所卒業」  


















第 12号　―　・ 「暹羅潜水艦盤谷着状況」  
















































































































̶     ̶163
232頁に詳しく記述されており、ここではその一部を要約抜粋した。

















































なお、1939年 9月 1日の第 2次大戦の勃発に対するタイの対応は日本にとって微妙な
ものであった。





127　ディレック・チャマナーム。1941年外務大臣に昇格。1942年 1月 5日に駐日大使となる。翌 1943
年 10月病気を理由に帰国したが、ピブーンは外務大臣に再任した。終戦時「自由タイ運動」の幹
部として活躍する。1947年ピブーンの復権後西独大使に任じられた。
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第2節　主要日タイ交流事項の概要
（1）  第 14号（3月）
No. 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）
















3 13・12 ― ・ 日暹協会開館式及日語文
化学校開校式。
―






























（2）  第 15号（6月）
No. 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）




2 14・3 ― ・ 暹羅留学生逓信講習所卒
業。
―
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No. 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）









5 14・6 ― ・ 全国学生南洋研究会の暹
羅語講演会開催。
―
（3）  第 16号（9月）
No. 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）
1 14・6 ― ・ 謹告
・ 国名改称に就き駐日タイ
国公使より通告。



































5 14・6 ・ タイ国軍医来日。 ・ タイ国軍医来朝。 ―
（4）  第 17号（11月）
No 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）
1 14・12 ― ・ タイ国盤谷にて邦品の見
本市開催。
―
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No 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）






















7 14・10 ・ 衆議院議員のタイ国視察。 ・ 衆議院議員のタイ国視察団。 ―











年・月 交 流 事 項 解　　　　　説
14・1 ・ 暹羅親善飛行士歓
迎午餐会
・ 大日本航空会社のハインケル機「乃木号」は昭和 14年 1月 25日、
午前 6時 44分立川飛行場を出発、台北を経由して、1月 26日午後
5時 25分（日本時間）、タイ国ドンムアン飛行場に着陸、東京、バ
ンコク間 5000 kmを飛行する。約 10日間滞在し、2月 4日午後 10
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　第 16号　―　・日本人の潔癖性（8月 5日タイ・マイ紙所載）。 








資 料 項 目 解　　　　　説
・ 暹羅国財政の検討
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第 16号（9月）










② 小学校 1年より普通中学校 1年まではタイ語、算術、理科、タイ及び外
国地理、歴史。
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『会報』の関連記事
第 16号　―　 ・タイ国政府の不穏華僑弾圧。  
・タイ国華僑国民政府に 70万弗献金。  
 ・華僑学校取締新規則に対する華僑側の抗議。


























東京外国語学校では大正 3年及同 5年の 2回、8名の暹羅語本科卒業生
を出しているが、その後募集を行っていない。　近年日タイ間の親善関係





























10月 17日午後 12時 25分（日本時間）にタイ国ドンムアン飛行場に着陸
した。
タイ国官民及在留邦人多数が出迎え、タイ国経済省の歓迎宴も催され
る。10月 18日午後 10時 10分より 10分間バンコク国際放送局より、大
原親善使節、中尾機長が日本向け国際放送をした。また、「（在バンコク）
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支援する援蒋ルート128の遮断という基本国策である。その実現のためには、三国防共協定
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（1）  第 18号（2月）
No. 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）


















4 15・ – ― ・ 盤谷に日本人会館建設。 ―
̶     ̶178
No. 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）
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（2）  第 19号（6月）
No. 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）


































 5 15・3 ・ タイ国日本学友会設立。 ・ タイ国日本学友会の設立。 ―



















 7 15・6 ― ・ 日本放送協会タイ語放送
開始。
―
 8 15・6 ― ・ 青年文化協会経営「日語
学院」の開校。
―
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No. 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）




























（3）  第 20号（8月）
No 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）
















4 15・8 ― ・ 大阪市主催タイ国の夕。 ―
5 15・8 ― ・ タイ国学生夏季臨海寮。 ―
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（4）  第 21号（12月）
No 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）





2 15・12 ・ 医学親善団の訪タイ。 ・ 訪タイ医学親善団。 ―
3 15・9 ― ・ 日タイ青年の討論会。 ・ 一ツ橋学士会館で開催さ
れ当協会から矢田理事長
が出席。









6 15・12 ・ 『タイ国概観』の出版。 ・ 『タイ国概観』の出版。 ・ 前年末より編集を企画、
12月に刊行したもの。
（5）  主要交流事項の解説































・ 当協会は昭和 14年 1月に理事長名義で東京外国語学校々長宛に文
書にて要請、同年 10月には文部大臣宛に陳情した。
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英国 1,229,728 577,150 △ 652,578
日本 1,124,039 1,613,794 489,755
独国 971,455 444,218 △ 527,237
香港 802,648 1,003,727 201,079
シンガポール 764,429 475,984 △ 288,445
インド 586,447 1,127,784 541,337
米国 384,556 757,111 372,555
中国 296,573 434,807 138,234
インドネシア 216,352 882,847 666,495
オランダ 199,310 130,523 △ 68,787
ベルギー 177,186 43,690 △ 133,496
オーストラリア 55,192 68,103 12,911
マラヤ連邦 26,398 27,039 641
ビルマ 8,821 16,960 8,139
ペナン 5,754 3,156 △ 2,598
その他 934,771 514,377 △ 420,394
合計 7,783,659 8,121,270 337,611
̶     ̶183





























資 料 項 目 解　　　　　説
・ 1937年タイ国国
勢調査
・ 本年 3月 11日付タイムス紙発表によると、国勢調査による総人口は








②世帯別総数は 3,178,299世帯で 1世帯当り 4.6人
③国籍別では
タイ国人 13,841,304人、 中国人 524,662人
英国人     55,577人、 仏国人  38,726人
伊国人      3,067人、 日本人     514人
④宗教別は
仏教 13,752,091人、 イスラム教 626,907人
キリスト教     69,227人、 その他  15,880人
⑤職業別では　　　　　　　  　　職業従事者数　6,823,556人
内農業・水産  6,028,795人、 商業 357,336人
工業・発明・機械    129,954人、 官公史  62,876人
家事使用人     82,590人、 像侶  17,923人
̶     ̶184
資 料 項 目 解　　　　　説
⑥失業者別では　　　　　　　 　　　　失業者数　11,425人
内農業・水産 7,141人、 家事使用人 1,065人
工業・発明・機械   906人、 商業   835人
なお、総人口の推移は
1905年 （3月 31日）  7,741,000人
1929年 （7月 15日国勢調査時） 11,506,207人
1930年 （3月 31日） 11,685,000人
1935年 （3月 31日） 13,355,000人
1938年 （3月 31日国勢調査時） 14,464,105人
で 1905年と比較すると 33年間で 6,723,105人増加し 1.87倍（約 2倍）と
なっている。
第4節　特記事項
（1）  日泰友好和親条約［1940（昭和 15）年 6月 12日東京で締結］















































































して 6月 12日午後 4時 43分（日本時間）にバンコク・ドンムアンに無事着陸した。ところが



































































̶     ̶189






















































































































（1）  第 22号（3月）
No. 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）
 1 16・2 ― ・ タイ国皇帝殿下、我皇室
に御贈進品。
―

















 5 16・2 ― ・ 日タイ電信・電話の料金
値下。
―
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No. 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）
 8 16・ – ― ・ 国際仏教協会が日タイ仏
教研究所設立。
―
 9 15・12 ・ 日タイ交歓庭球戦。 ・ 日タイ交歓庭球試合盤谷
で挙行。
―






11 16・3 ― ・ 我技術陣の手でタイ国に
大屠場建設。
―
















（2）  第 23号（5月）
No. 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）




2 16・3 ・ タイ国留学生の卒業・入
学。
・ 昭和 16年 3月各学校卒
業タイ国学生。
・ 昭和 16年 4月各学校入
学タイ国学生。
―
3 16・3 ・ タイ国へ親善の桜を寄贈。 ・ タイ国に親善の桜。 ―




5 16・3 ・ ワンワイ妃殿下の来日。 ・ ワンワイ妃殿下の来朝。 ―
6 16・4 ― ・ プラ・サラサス氏の美挙。 ―








（3）  第 24号（8月）
No. 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）
 1 16・5 ― ・ タイ前国王逝去。 ・ 当協会徳川副会長より弔
電。
 2 16・8 ― ・ タイ国満州国を承認。 ―
 3 16・8 ― ・ 日タイ借款成立。 ―
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No. 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）


















 6 16・6 ― ・ 日本に感謝、タイ議会可
決。
―
 7 16・7 ― ・ チェンマイに帝国領事館
開設。
―
 8 16・6 ― ・ タイ国へカナ文字。 ―
 9 16・6 ・ 日タイ親善仏教大会。 ・ 日タイ親善仏教大会開催。 ・ 当協会より矢田部理事長
が出席、花環を供養し
た。
10 16・6 ・ タイ国にグライダー寄贈。 ・ 朝日新聞社、タイ国にグ
ライダー寄贈。
―















14 16・ – ― ・ タイ国留学生数。 ―
15 16・6 ― ・ タイ国革命記念日に矢田
部理事長の放送。
―




（4）  第 25号（12月）
No 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）
1 16・10 ― ・ 対タイ貿易の一元化を断
行。
―
2 16・9 ・ タイ国印刷技術留学生。 ・ タイ国印刷技術留学生の
帰国。
―
3 16・10 ― ・ 横浜、バンコク間定期航
空路の開設。
―





5 16・11 ― ・ 矢田部理事長の渡タイ。 ―
6 16・11 ― ・ 日本タイ協会資料の発行。 ・ 当協会にて発刊。
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（5）  主要交流事項の解説
年・月 交 流 事 項 解　　　　　説
16・ – ・ 東京外国語学校に
タイ語本科復活。
・ 当協会では昭和 14年 1月に理事長名義にて東京外国語学校々長宛









































16・8 ・ 日タイ借款成立。 ・ 日本政府は米、英国の対日資産凍結により、その他諸外国との通
商関係に及ぼす影響を最小限に止める方策を講じていたが、日タ
イ通商関係の円滑化を図るため、両政府の斡旋により、横浜正金
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年・月 交 流 事 項 解　　　　　説
16・10 ・ 対タイ貿易の一元
化を断行。



























水牛 20頭、綿羊 20頭、豚 2000頭で約 600トンの生肉供給が可能で、冷凍
室は冷蔵肉類 305トン、黄牛肉冷蔵室 135トン、豚肉冷凍室 90トンその他
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第4節　特記事項
（1）  タイ、仏印国境紛争調停
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2）　日タイ空路に増発
仏印、タイ国方面への貨物激増に応えて 3月 11日、日航では 4月から日タイ線の増発を
発表した。
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第14章　 日本タイ協会会報に見る、昭和17年の日タイ関係  

































1941（昭和 16）年 12月 8日、日本軍がハワイ、オアフ島の真珠湾米軍基地を奇襲したこ


























































































































（1）  第 26号（2月）
No. 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）
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No. 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）
4 16・12 ・ 日タイ留学僧の交換。 ・ 日タイ留学僧交換。 ―
5 16・12 ・ タイ留学生の国内放送。 ・ タイ国留学生の国内放送。 ―





（2）  第 27号（3月）
No. 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）















3 17・2 ・ タイ国留学生招待豆撒。 ・ タイ国留学生招待豆撒。 ―







5 17・ – ― ・ 『会報』の発行回数増加。 ・ 当協会は時局を踏まえ、
年 4回発行を年 6回に増
刊を決定、本年より実施
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（3）  第 28号（5月）
No. 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）






 2 17・3 ― ・ 在泰日本人貿易会組織。 ―
















 5 17・4 ・ ワラワン殿下令息留学来
日。
・ ワラワン殿下令息来朝。 ―
















 7 17・ – ・ 日本映画タイ国で上映。 ・ 日本映画のタイ国進出。 ―
 8 17・3 ― ・ ディレック大使の招宴。 ・ 午餐会に当協会役員の招
待を受け徳川副会長、矢
田部理事長他出席。
 9 17・4 ・ 東宝劇場にてタイ国劇鑑
賞会。
・ 東宝タイ国劇鑑賞会。 ・ 東宝主催、当協会後援に
て実施され、協会全会員
に招待状配布。
10 17・5 ・ 大東亜留学生招待会の開
催。
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（4）  第 29号（8月）
No. 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）





























2 17・5 ― ・ タイの航空留学生。 ―






4 17・7 ― ・ タイ国、国民政府を承認。 ―
5 17・6 ・ 日タイ親善文化の集い開
催。
・ 日タイ親善文化の集い。 ・ 6月 7日、池坊華道本部
との共同主催で根津美術
館にて園遊会を開催。
（5）  第 30号（10月）
No. 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）
1 17・7 ― ・ 日タイ合弁米会社設立。 ―
2 17・7 ― ・ タイ国紡績局長、技師来
朝。
―










・ 当協会主催で 7月 22日
より 1週間実施。
5 17・7 ・ タイ国画家個人展覧会実
施。
・ タイ国画家個人展覧会。 ・ 当協会主催、タイ国大使
後援にて京橋の日動画廊
で実施。
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（6）  第 31号（12月）
No. 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）


























2 17・10 ・ 日タイ文化協定が成立。 ・ 日タイ文化協定成立。
・ 日タイ文化協定成立祝電。
―
3 17・10 ・ 友禅染の振袖が在バンコ
ク日本文化会館に陳列。
・ タイ国への友禅振袖陳列。 ―
4 17・10 ・ タイ国要人の来朝（2件） ・ タイ国要人の来朝（2件） ―
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（7）  主要交流事項の解説 131132
年・月 交 流 事 項 解　　　　　説

































・ 4月 7日、ワニット無任所大臣一行が来日、7月 2日帰タイするま
で約 3か月滞在した。この間















年 を 100と し て、1941年 132、1942年 176.99、1943年 291.56、1944年 1月 301.12、同 2月
327.46、同 3月 409.07であった。
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第3節　主要『資料』の解説
第 27号（3月）
資 料 項 目 解　　　　　説
・ タイ国の通貨政策
再編成




































































































（3）  本協会創立 15周年
本協会は本年 12月 20日をもって、創立 15周年を迎えることになり、この 15年を本会発
足第一期とした。15年間の回顧と将来への決意示すためとして、本号に次のような特集を






日泰協力の礎石を築く ― 国際文化振興会理事長 ― 永井松三
深甚の敬意と感謝を表す ― 横浜駐在泰国名誉領事 ― 倉田猛郎
15年の歴史を光輝づけよ ― 名古屋駐在泰国名誉領事 ― 加藤勝太郎
協会生誕 15年を迎えて
暹羅協会以来の思出 ― 本協会常務理事　三島通陽













交換学生の初回の応募者は 31名で、その中から 3名を決定、9月に出発、約 3年間滞在す
ることになった。




麿会長の好意により下落合の別邸一部の提供を受け、昭和 11年 6月 24日に開館、昭和 14年にタ
イ国学生会館に改称した。なおこの会館は昭和 19年 3月に閉館した。同年 5月には当協会が霞山
会館より同会館跡へ移転、20年 3月には強制疎開により近衛別邸内に移転、4月 30日には別邸が
焼失した。
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第15章　 （財）日本タイ協会会報に見る、昭和18年の日タイ関係  


































































































































（1）  第 32号（3月）
No 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）
1 17・11 ― ・ タイ国駐日商務官派遣。 ―
2 17・11 ・ 日タイ交換ラジオ放送。 ・ 開戦 1周年日泰交換放送。 ―
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No 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）








































6 18・1 ・ タイ国留学生霧ヶ峰鍛錬。 ・ 泰国留学生霧ヶ峰鍛錬。 ―
（2）  第 33号（4月）
No 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）













2 18・2 ・ 日タイ親善仏教大会開催。 ・ 日泰親善仏教大会。 ―
3 18・ – ― ・ 盤谷に日本図書館を開設。 ―
4 18・3 ・ タイにて日泰文化協会に
よる文化祭開催。
・ タイ国文化祭開催。 ―
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（3）  第 34号（6月）
No 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）
1 18・4 ― ・ 泰の文学者大会参加。 ―









3 18・5 ― ・ 泰国大使館邸移転。 ―
4 18・6 ・ 財団法人日泰学院開校。 ・ 財団法人日泰学院開校。 ・ （財）日泰学院の院長には
当協会矢田部理事長が就
任。
5 18・5 ・ タイ国要人及特派員（記
者）招待。
・ 泰国要人、記者招待会。 ・ 華族会館にて午餐会開催。
（4）  第 35号（8月）
No 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）
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No 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）
3 18・6 ・ 日タイ電気通信約定が成
立。
・ 日泰電気通信約定設立。 ―






















（5）  第 36号（10月）
No 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）
1 18・7 ・ タイ国宣伝局長など来日。 ・ 泰国宣伝局長等来朝。 ・ 7月 21日当協会主催歓迎
午餐会を華族会館にて実
施。









3 18・7 ・ 日タイ親善のバトミント
ン試合。
・ 日泰バトミントン試合。 ―
4 18・8 ― ・ 泰国外相歓迎園遊会。 ・ 当協会主催歓迎園遊会を
小石川後楽園涵徳亭で実
施。
5 18・8 ・ タイ留学生を黒部で錬成
会。
・ 泰留学生の黒部錬成会。 ・ 当協会のタイ国学生会館
学監高久正義氏が引率。




7 18・8 ・ タイ国留学生来朝。 ・ タイ国留学生来朝。 ―
（6）  第 37号（12月）
No 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）
1 18・7 ― ・ 留日学生処遇方針決定。 ―
2 18・8 ― ・ 鳥取震災に泰から見舞品。 ―
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（7）  主要交流事項の解説
年・月 交 流 事 項 解　　　　　説
17・12 ・ 日タイ同盟 1周年
祝典
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第3節　主要『資料』の解説
第 32号（3月）
資 料 項 目 解　　　　　説







第  1  条　両国文化のあらゆる部門にわたり協力すること。
第  2  条　両国の文化向上発展の為文化会議を随時開催すること。
第  3  条　 文化関係の施設（学術・文化に関する団体、研究所、図書館、博
物館、学校、衛生福祉施設を含む）の設置、維持及び発展に努め
ること。
第  4  条　 大学に相手国の文化に関する講座の設置、維持充実をはかる。ま
た、相手国の国語の教授を優遇し且講義、講演のため教授の交換、
派遣、招致に考慮を払うこと。
第  5  条　 両国の文化を研究する目的をもって研究員、学生及び生徒の定期
交換、派遣または招待を行うこと。また、これらの実施のための
便宜、供与、奨学資金の設定に考慮すること。
第  6  条　 文化関係の増進に寄与する著述家、芸術家、宗教家の活動及び演
劇、舞踊、音楽の上演を奨励すること。




第  8  条　 両国の学術、美術・工芸に関し、随時展覧会を開催すること。
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第 35号（8月）
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一行 12名は 8月 20日に羽田に到着、東京、名古屋、大阪、福岡の軍
需工場や兵学校を視察し、9月 12日に帰国した。
・「タイ国新文化運動展覧会」
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第16章　 （財）日本タイ協会会報に見る、昭和19年の日タイ関係  







































































































139　太平洋戦争が始まった時、日本陸軍の兵力は約 200万人で、うち満州約 85万人、中国本土約 80
万人が展開、対米英戦に投入されたのは 35～45万人であった。




















































（1）  第 38号（2月）
1）　主要タイ交流事項
No. 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）








2 18・11 ― ・ 大東亜会議。
・ 泰国代表歓迎晩餐会。
・ 当協会主催で 11月 7日
華族会館において歓迎晩
餐会開催。

















5 18・12 ― ・ 日泰会館落成式。 ―
140　「自由タイ」運動については前掲、西野順治郎『日・タイ四百年史』、第 164～179頁に詳しく述べ
てあるので参照願いたい。
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2）　「泰国事情」の要約
No. 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）


















（2）  第 39号（4月）
1）　主要タイ交流事項
No. 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）




2 19・1 ・ 雑誌『日泰文化』創刊。 ・ 「日泰文化」創刊。 ―
3 19・2 ・ 答礼仏像贈呈式。 ・ 答礼仏像贈呈式。 ―
4 19・3 ・ タイから留学生来朝。 ・ 泰国から留学生来朝。 ―
2）　「泰国事情」の要約
No. 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）
1 18・12 ・ 再開される文化祭。 ・ タイ国文化祭開催。 
（第 33号）






（3）  第 40号（6月）
1）　主要タイ交流事項
No. 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）
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No. 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）




No. 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）
1 19・ – ・ 文化協定記念論文発表
会。










では 1等 1名、2等 2名、
3等 3名であった。
（4）  第 41号（8月）
1）　主要タイ交流事項
No. 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）
1 19・8 ― ・ 泰外相対日関係強化言明。 ―
2 19・6 ― ・ 革命記念日祝賀会。 ―
2）　「泰国事情」の要約
No. 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）









ては第 1節 （3） タイの動
向②概括で記述したので
省略する。
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No. 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）









（5）  第 42号（10月）
1）　主要タイ交流事項
No. 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）
























No. 年・月 主要日タイ交流事項 『会報』の関連記事 協会事業（対応状況）
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こ の 政 権 が プ リ ー
ディー摂政主導の政権で
あることが見える。
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（6）  主要交流事項の解説
年・月 交 流 事 項 解　　　　　説
18・12 ・ 日タイ同盟締結 2
周年記念日タイ交
換放送
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第3節　特記事項
（1）  大東亜会議






























行、発行部数 3,000部のうち約 2,000部はタイ国向け。創刊号は菊倍判で 220ページ総アー
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第17章　昭和20（1945）年の日本・タイ・世界の情勢と（財）日本タイ協会
はじめに
戦前における（財）日本タイ協会の『会報』は、第 42号（昭和 19年 10月号）を以って終了
























































8. 6 広島に原爆投下（年末までの死者推定 14万人± 1万人）
8. 8 ソ連、対日参戦
141　中村政則、森武麿編『年表昭和・平成史 1926–2011』岩波ブックレット、岩波書店、2012年。
̶     ̶248
8. 9 長崎に原爆投下（年末までの死者推定 7万人± 1万人）
8. 9  御前会議開催。





1944（昭和 19）年 7月 24日、ピブーンが首相を辞し、8月 1日にクアン・アパイウォン内







ある。貴重な資料となったはずの、昭和 19年 12月号（幻の第 43号）が、印刷中に空襲で焼
失したことは誠に残念である。
（1）  年表
1944年 7月 24日 ピブーン首相辞任。
 8月 1日 クアン内閣発足、「自由タイ」運動活派化。
1945年 3月 9日 「仏印処理」、日本とタイとの緊張高まる。
 4月～  日本軍ビルマ戦線から敗退、ナコン・ナーヨーク周辺に陣地構
築、タイでの決戦を準備
 7月 1日 泰緬鉄道玉砕態勢を司令。
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第18章　 戦後の日本タイ協会『会報』解題  
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廃、治安維持法など弾圧法規の撤廃）
10. 5 東久邇宮内閣、人権指令を実行できずと総辞職








12. 2 GHQ、梨本宮守正・平沼騏一郎・広田弘毅ら 59人の逮捕の命令
12. 6 GHQ、近衛文麿・木戸幸一ら 9人の逮捕を命令。12.16　近衛、服毒自殺
12. 9 GHQ、農地改革に関する覚書発表















3. 3 物価統制令公布（価格等統制令は廃止、いわゆる〈3.3 物価体系〉）
3. 5 チャーチル、〈鉄のカーテン〉演説（冷戦の始まり）
3. 6 政府、憲法草案改正要綱を発表（主権在民・天皇象徴・戦争放棄を規定）
4. 5 対日理事会（米・ソ・中・英連邦代表で構成）、東京で第 1回会合
4.10  戦後初の総選挙（自由 141、進歩 94、社会 93、協同 14、共産 5、諸派 38、無所
属 81、共産党、議会初進出）
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4.20 持株会社整理委員会令公布。8.9　同委員会成立（財閥解体の本格的開始）
4.22 幣原内閣総辞職。以降、1ヶ月の政治空白期


























4.20  第 1回参院選（社会 47、自由 39、民主 29、国民協同 10、共産 4、諸派 13、無所
属 108）。無所属議員 92人を中心に緑風会結成
4.25 第 23回総選挙（社会 143、自由 131、民主 124、国民協同 31、共産 4）
5. 3 日本国憲法施行
6. 1 片山哲内閣成立（社会・民主・国民協同 3党の社会党首班連立内閣）
6. 5 米国務長官マーシャル、ヨーロッパ復興計画（マーシャル・プラン）を発表




8. 9 古橋広之進、400 m自由形で世界新
8.14 パキスタン独立
8.15 インド独立






















12.18  GHQ、米国務・陸軍両省共同声明で、マッカーサーへ対日自立復興の 9原則実
施を指令（経済安定 9原則）。
12.19 マッカーサー、吉田首相に書簡送付




























150　1946年 1月 1日調印されたイギリス（インド政府も含む）との終戦協定は全文 24条で、その要旨
は次の通り。  
①　マレーシア 4州およびシャン 2州の両領地を返還し、占領により生じた損害を賠償する。  
②　戦前イギリスがタイにおいて有していた財産、権益は一切返還する。  
③　英領各地に対し可及的速やかに余剰米 150万トン以内を無償提供する。  













































































































































































居住を許された僅か 2名を加え、総計 3,603名（成人男子 2,883名、成人女子 383名、16歳
以下の子供 337名）がタイ政府に抑留された。（この後、タイ残留を希望し認可された 146
名を除いて、翌 1946年 6月及び 8月の引き揚げ船で日本に送還された。経緯は後述する）






























企業、商業は 73企業など総計 222経営体、それらの投資額は固定資本約 1億バーツ、流動
資本約 2億バーツ計約 3億バーツとされている。



















そして日本人引揚げの 7年後の 1953年 5月に日本人会は早くも再発足し、翌 1954年 9月
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〇 昭和 19年 5月、虎の門霞山会館から目白の近衛別邸敷地内旧タイ国学生会館（淀橋区下
落合 1丁目 437番地）に移転。
〇 昭和 20年 3月 17日強制疎開の通告（3月 10日東京大空襲）により、4月 2日近衛家別邸
内（同下落合 1丁目 1番地）本屋に事務室を移転、図書・什器は、同倉庫に収納。
〇  4月 13日空襲により本屋焼失し関係帳票は一切焼失する。倉庫に収めた図書は焼失を
免れた。
〇4月 19日、溜池榎坂町日泰文化会館内に仮事務所設置。
〇  5月 25日、赤坂地区空襲により同会館焼失、焼残った下落合近衛邸倉庫を連絡事務所
にする。
その後杉並区荻窪 2丁目 113番地に仮事務所を設置した。こうした経緯を辿り、昭和 23
年 4月号（48号・最終号）時点では、荻窪にて編集されることになった。
その後、財団に残された登記簿謄本によれば、以下の通りとなる。
〇昭和 24年 6月 24日、事務所の目白から荻窪 2丁目への移転騰記をする。
〇昭和 27年 8月 27日、事務所を、港区芝白金台町 1丁目 53番地（大隅信幸氏邸内）に移す。
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（財）日本タイ協会の事務所の変遷一覧表




東京都麹町区霞が関 3丁目 4番地 3
（霞山会館）



































































































本会報は昭和 19年 10月第 42号を出してからは、戦局いよいよせまり、次号を印刷
中羅災焼失し発行不能におちいりましたが、終戦後いち早く昭和 21年 2月第 43号を発
行し戦時中散逸しがちな報道を取りまとめ、続いて昭和 22年 2月第 44・第 45合併号を
出し、それには暹羅国改正憲法成文の貴重な資料を掲げ、折柄同様憲法改正の日本斯方
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昭和 20年 3月 27日協会事務所疎開移転及び羅災の件昭和 20年度予算作成の件等情勢
切迫の為書状を以て各理事並評議員に連絡す。昭和 20年 9月 27日午後 3時半より麹町区
馬場先門丸ノ内会館にて理事会並評議員会開催、昭和 19年度決算作成の件役員補任の件
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翌昭和 22年の状況については、47号に述べられている。
〇理事会評議員会
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第5節　タイ国情勢を巡る新聞報道
（1）  総合年表
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事実、この憲法は、翌 1947（昭和 47）年 11月のピン中将等による陸軍々人のクーデタで
























̶     ̶280
（3）  「シャム元老プリーディー氏の思い出」　天田六郎著　（第 46号）












（4）  「シャムの両頭外交」　保下進著　（第 46号）
戦後中国共産党研究の第一者となった、エドガー・スノーによる、シャムの見聞記「シク
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である。
こうした事情も、今回『会報』の全文と総目次のデジタル化及び『解題』刊行の底流にあっ
た。本書が日タイ関係史に関心を有する調査者に利便を提供できることを心から祈る次第で
ある。
